



























































提条件は､ アメリカ型の経済の浸透は､ 決して国家が主導するものではなく､ 私企業が主導して進
































　「一帯一路」構想は，中国からヨーロッパへと至る道を 6 つに分けている。すなわち，1 ）新ユー
ラシアランドブリッジ， 2 ）中国，モンゴル，ロシア， 3 ）中国，中央アジア，西アジア， 4 ）中
国，インドシナ半島， 5 ）中国，パキスタン， 6 ）バングラデシュ，中国，インド，ミャンマーが







































和平友好条約締結四十周年紀念会，2018年 9 月 8 日　於遼寧大学
2 ）井上貴也「珠江デルタ地帯の会社法制」
　　 中国遼寧大学日本研究所主催『「一帯一路」框架下的中日交流与合作』国際学術検討会兼中日
和平友好条約締結四十周年紀念会，2018年 9 月 8 日　於遼寧大学
ｂ　アジア文化研究所主催国際シンポジウム（2018年12月 1 日）
1 ）後藤武秀「珠江三角地帯から粤港澳大湾区への発展」
2 ）朱大明（北京大学国際法学院）「粤港澳大湾区と会社法の発展」
3 ）馬文淵（清華大学創業教育センター）「粤港澳大湾区における産業学の発展と大学の機能」
4 ）易在成（マカオ科技大学）「粤港澳大湾区におけるマカオの位置づけとその役割」
Ｃ　アジア文化研究所年次集会における報告（2019年 1 月26日）
1 ）崔岩（遼寧大学日本研究所教授）「中国東北地区振興与一帯一路構想」
2 ） 崔錚　（遼寧大学転型国家経済政治経済センター副主任）「中国「一帯一路」倡議中亜的機遇与
調整」
3 ）張東明（遼寧大学東北亜研究員院長）「一帯一路視下的東北亜経済合作」
Ｄ　刊行論文
1 ）後藤武秀・郝仁平「中国南部における一帯一路の一拠点「粤港澳大湾区経済圏」の展開」
　　 中国遼寧大学日本研究所主催『「一帯一路」框架下的中日交流与合作』国際学術検討会兼中日
和平友好条約締結四十周年紀念会論文集 1 －18頁，2018年
2 ）井上貴也「珠江デルタ地帯の会社法制」
　　 中国遼寧大学日本研究所主催『「一帯一路」框架下的中日交流与合作』国際学術検討会兼中日
和平友好条約締結四十周年紀念会論文集28－40頁，2018年
Ｅ　資料集の刊行
『一帯一路構想の進展─中国人労働者の移動と貿易の推移─
The Progress of ‘Belt and Road Initiative’：The movement of Chinese workers and the trend of 
trade』
梁凌詩ナンシー / Nancy L.S. LEUNG （編 / 解説）全80頁
　本資料集は，一帯一路構想の進展に付随して中国人技術者・労働者の本構想関係国・地域への移
動がどのように行われたか，また中国と本構想関係国との貿易がどのように推移したかを明らかに
するデータを収集し，これをグラフ化して可視化したものである。従来，一帯一路構想に関する研
究は，政治的推測ないしはイメージが先行していた嫌いがあるが，本資料集の刊行により初めて具
体的データに基づく研究が行われることとなろう。その意味で，わが国の学会のみならず，世界の
研究者にとっても有益な資料集である。
　なお，本資料集を世界に提供していくことを目的として，解説文は，日本語と英語を併用してい
る。作業は，研究協力者である梁凌詩ナンシー / Nancy L.S. LEUNG 女史を中心に進められ，RA
として本研究に参加してくれた荻翔一，保科俊，程乐の諸氏が様々な形で援助してくれた。また，
デザインは高野敦子女史の手になるものである。まさに，本研究所の総力を挙げて作成にこぎつけ
たものと言えよう。
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「一帯一路」経済政策による中国経済の海外展開とその関係諸地域に及ぼす文化的影響
─　　─（　　）─　　─（　　） 193
（ ５）若手研究者の育成
　研究協力者として国際関係学博士号を有する梁凌詩ナンシー / Nancy L.S. LEUNG 女史を雇用
し，研究の発展に資した。また，RA として荻翔一（東洋大学大学院社会学研究科博士後期課程），
保科俊（同前），程乐（東洋大学大学院文学研究科博士後期課程）の 3 名を雇用し，継続的に研究
方法等について指導を行った。
遼寧大学日本研究所との協定調印式 公開シンポジウム
　「粤港澳大湾区における一帯一路の展
開」会場風景
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